様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021　年　7　月　9　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　ぴーだぶるしーあらたゆうげんせきにんかんさ​ほうじん　
[bookmark: _GoBack] 一般事業主の氏名又は名称　PwCあらた有限責任監査法人　
（ふりがな）　　　　　　　　　  いの  たかあき　　　　　　　
（法人の場合）代表者の氏名　　　井野 貴章　　   印　　
住　　　　所　〒100-0004　東京都千代田区大手町1-1-1　
大手町パークビルディング　

法人番号　　　　8010005011876　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■Vision 2025 デジタル社会に信頼を築くリーディングファーム

https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/vision2025.html


	公表日
	2018年11月22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	法人のホームページ


	記載内容抜粋
	PwCあらた有限責任監査法人のVision 2025は、PwCのPurpose（存在意義）である「社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する」を実現し、社会から必要とされる存在であり続けるために、2025年における私たちを取り巻く環境を概観し、今後の法人の在り方を構想したものです。
「急速な都市化の進行」「気候変動と資源不足」「人口構造の変化」「世界の経済力のシフト」「テクノロジーの進歩」の5つを、社会のさまざまな課題の根底にある大きな変化、すなわちメガトレンドと捉えたうえで、デジタル化が進展する中で、企業や組織に対する信頼を揺るがす事案が相次ぎ、社会の信頼に対する希求はますます高まる状況にあります。
このような中、PwCあらたでは「信頼（トラスト）」をキーワードに、デジタル社会における3つの信頼（「信頼の付与」「信頼作りのサポート」「信頼基盤の創生」）の達成を目指してまいります。
「信頼の付与」とは、当法人の中核となる監査業務に代表される保証業務です。「信頼づくりのサポート」は、財務報告など世の中に開示されるさまざまな情報の信頼性を高めるために、その作成プロセスや内部統制の改善をサポートすることです。「信頼基盤の創生」とは、社会の信頼づくりを支える制度やデジタルプラットフォームの構築への貢献を意味します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	PwCあらた有限責任監査法人の代表執行役、執行役副代表、執行役で構成される経営委員会で、デジタル化を踏まえた経営ビジョン・戦略を機関承認しております。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■Vision 2025 デジタル社会に信頼を築くリーディングファーム
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/vision2025.html

■監査業務変革への取り組み
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/assets/pdf/assurance-transformation2020.pdf


	公表日
	■Vision 2025 デジタル社会に信頼を築くリーディングファーム
2018年11月22日

■監査業務変革への取り組み
2021年4月5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	法人のホームページ


	記載内容抜粋
	■Vision 2025 デジタル社会に信頼を築くリーディングファーム
デジタル社会における3つの信頼を達成するための戦略として、「品質の追求」「トラストサービスの拡充」「デジタル化とデータ活用」「人財の未来への投資」「ステークホルダーへの発信と対話」の5つを戦略的優先領域に定めています。また、テクノロジーとデータを最大活用し、多様な分野の専門家が専門的業務とコミュニケーションに集中できる環境を構築することで、より効率的かつ深度のある監査やアドバイスを実現してまいります。

■監査業務変革への取り組み
「監査業務変革」として、テクノロジーを活用し、高品質な監査を実現するべく方策に取り組んでおります。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	PwCあらた有限責任監査法人の代表執行役、執行役副代表、執行役で構成される経営委員会で、デジタル化を踏まえた経営ビジョン・戦略を実現するために、監査業務変革に係る方策を「PwCあらたの監査業務変革への取り組み」として機関承認しております。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	■監査業務変革への取り組み
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/assets/pdf/assurance-transformation2020.pdf

p.6,7


	記載内容抜粋
	テクノロジーの活用による業務改革の成果を定着させ、業務品質の更なる向上を図るため、2020年7月に、変革を主導してきた監査業務変革部を企画管理本部に統合しました。ツールの開発・導入、業務の標準化および人財育成を同一部門内で有機的に機能させることで、法人全体のデジタルトランスフォーメーションの取り組みを活性化しています。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	■監査業務変革への取り組み
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/assets/pdf/assurance-transformation2020.pdf

p.4-16


	記載内容抜粋
	監査業務変革のロードマップ（P.4）として、以下のような全社的な環境整備を進め、監査業務変革による高品質かつ効率的な監査の実現に取り組んでいます。

· カルチャーの醸成
· データ自動抽出
· 業務の標準化
· データの蓄積
· デジタルを活用したコミュニケーション
· デジタルを活用した監査手続




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■監査業務変革への取り組み
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/assets/pdf/assurance-transformation2020.pdf


	公表日
	2021年4月5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	法人のホームページ
p. 6-15,17

	記載内容抜粋
	「監査業務変革に関する実績」に記載した当該指標は、「(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定」および「② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示」で実施しているそれぞれの方策における期末（6月末）時点の進捗度を個別に測定し、運用しています。

■戦略指標
・PwC Japanグループとしてのテクノロジー投資金額
・テクニカル・コンピテンシー・センター（TCC）利用率
・Digital Labの利用状況
・Aura（電子監査調書システム）導入率
・Connect上場被監査会社への導入率
・Halo上場被監査会社への導入率
・デジタル化推進者数（全職員に占める比率）
・デジタル研修の完了率
・データ可視化ツール利用者数
・データ分析ツール利用者数
・RPAによる自動業務処理件数
・Extract 導入社数
・Data Platform パイロット件数
・AI-リスク評価システムパイロット件数




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	■代表メッセージ
2020年1月4日

■監査業務変革への取り組み
2021年4月5日


	発信方法
	法人のホームページ

■代表メッセージ
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/ceo.html

■監査変革担当パートナーからのメッセージ
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/assets/pdf/assurance-transformation2020.pdf
p.3


	発信内容
	■代表メッセージ
「デジタル社会に信頼を築くリーディングファームを目指して」
私たちPwCあらた有限責任監査法人は現代のデジタル社会において信頼を築き、社会課題を解決するリーディングファームを目指すべく、2018年に長期目標としてVision 2025を策定しました。具体的には、デジタル社会における社会の「信頼」に対する希求の高まりに対応し、3つの信頼（「信頼の付与」「信頼づくりのサポート」「信頼基盤の創生」）の達成を目標としています。そして、Vision実現のため、私たちは5つの戦略的優先領域を定め、全ての変革はこの5つの柱を基礎として進めています。

■監査変革担当パートナーからのメッセージ
2020年度、当法人では、デジタル研修の実施、デジタルツールの配布、デジタルチャンピオン／デジタルアンバサダーの選任、テクニカル・コンピテンシー・センタ（TCC）の利用拡大など、デジタル化の本格的な一歩を踏み出しました。

なお、執行役副代表　アシュアランスリーダー　久保田 正崇は、実務執行総括責任者（経営者と同等の権限・責任を有する者）であり、法人全体のデジタル化の推進リーダーとして、監査業務変革に取り組んでおります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　5　月頃　～　2021　年　4　月頃


	実施内容
	自己診断フォーマットを用いて自己診断を実施し、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現状を踏まえた課題の把握を行っている。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2007年　　5月頃　～　継続


	実施内容
	サイバーセキュリティを含む情報セキュリティ対策はISO / IEC 27002：2013に準拠した当法人情報セキュリティポリシーに基づき実施しており、年次でアセスメントを行い有効性を評価している。なお、アセスメントプロセスはISO 27001を取得している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

